
証券コード　4318

平成26年６月２日

株 主 各 位
大阪市北区小松原町２番４号

代表取締役社長 和 納 　 勉

第34回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第34回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月19日（木曜日）
午後６時までに到着するように、ご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月20日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区芝田一丁目１番35号

大阪 新阪急ホテル ２階『花の間』
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第34期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第34期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 役員賞与支給の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://919.jp/）に
掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策や日本銀行の金融
緩和策などにより、円安・株高が進行したことや消費税引き上げ前の駆け込
み需要が加わり、個人消費などが堅調に推移し、企業業績の回復が続きまし
た。しかし、駆け込み需要の反動の影響および円安に伴う電気料金や食料品
をはじめとする輸入品の価格上昇への懸念なども指摘されており、景気の先
行きについては不透明感が残っております。

国内の雇用情勢につきましては、雇用者数および就業者数が増加傾向とな
る中、完全失業率（季節調整値）は緩やかな低下傾向が続き、２月には3.6％
と平成19年７月以来の低水準となりました。また、企業の求人も増加傾向が
続き、有効求人倍率（季節調整値）は２月に1.05倍と平成19年８月以来の高
水準となりました。一方、震災復興や財政出動の拡大などにより建設業の人
手不足が深刻になる他、堅調な個人消費を背景に店舗網拡大を進める外食産
業などではアルバイト採用をはじめ人材確保が困難となる状況も見られまし
た。
このような事業環境の中、当社グループでは、特定分野におけるサービス

強化や、これまでに培った事業ノウハウの活用により、顧客企業が抱える採
用や人事、経営課題などに対する提案やサービスの提供に取り組むことで、
他社との差別化や顧客満足の向上に取り組んでまいりました。
この結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は10,202百万円

（前年同期比17.2％増）、営業利益は1,033百万円（同57.1％増）、経常利益
は1,078百万円（同41.1％増）、当期純利益は665百万円（同40.7％増）とな
りました。

　事業別の状況は次のとおりであります。

（リクルーティング事業）
　リクルーティング事業では、景気回復により顧客企業の採用ニーズは引き
続き高く、中でも、消費税引き上げ前の駆け込み需要を見込んだ自動車関連
業界のほか、IT関連分野や建築・土木分野、飲食業、小売業、サービス業で
も採用ニーズが旺盛でした。こうした状況を背景に、中途採用全般について
求人広告の取り扱いが順調に推移しました。また、平成25年12月より販売を
スタートしました、平成27年３月卒業予定の大学生向け新卒採用商品につき
ましては、景気回復に伴い新卒採用に積極的な企業が増えてきたことに加え、
募集企業の増加により中途採用のハードルが高まったことで新卒採用にも窓
口を拡げる企業が出始めたことから、業績は順調に推移しました。また、新
卒採用活動向けのパンフレットや映像商品、適性検査などの提案型商品の販
売も好調でした。
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　この結果、リクルーティング事業の売上高は2,686百万円（前年同期比
17.5％増）、営業利益は753百万円（同31.9％増）となりました。

（人材サービス事業）
①　人材紹介
　　人材紹介では、雇用情勢全般の改善に加え、建築・土木分野における施
工管理技士や医療分野における看護師などの専門的・技術的職種への旺盛
な採用ニーズを背景に、効果的なプロモーションや丁寧な登録者対応、研
修などによる営業力強化が奏功し、一般企業を対象とした人材紹介、医療
機関などを対象とした看護師紹介ともに、業績は順調に推移しました。し
かし、競合企業によるプロモーション強化が依然として続いていることか
ら、全般的に登録者獲得のためのコストは上昇しております。

②　アウトソーシング（人材派遣・紹介予定派遣・業務請負）
　　アウトソーシングでは、家電メーカーのリコール対応スタッフの派遣に
加え、東海および関西地域におけるWindows XPのサポート終了などに伴う
OS入れ替えニーズ、消費税引き上げ前の駆け込み需要によるパソコンセッ
トアップ業務をはじめとしたIT関連業務へのスタッフ派遣ニーズが拡大し
たこともあり、業績は順調に推移しました。

　　こうした中、建築・土木分野の施工管理技士などの技術者派遣について
は、復興需要や公共投資の増加に加え、東京オリンピック・パラリンピッ
クの開催が決定したことにより、これまで以上に人材不足感が高まってお
り、競合企業との登録者獲得競争は依然として激しいものとなっておりま
す。
これらの結果、人材サービス事業の売上高は5,152百万円（前年同期比

22.9％増）、営業利益は712百万円（同54.8％増）となりました。

（情報出版事業）
　情報出版事業では、消費税引き上げ前の駆け込み需要をターゲットとした
住宅広告の増加を追い風に「家づくりナビ」や生活情報誌の住宅広告が順調
に推移しました。また、景気回復に伴う求人広告の出稿ニーズにも後押しさ
れ、３月には生活情報誌「金沢情報」が、単号ベースで売上高・ページ数の
過去最高を更新しました。しかし、新たな競合媒体の進出をはじめとする競
争激化に伴い、店舗広告などのタウン系広告が伸び悩み、生活情報誌や結婚
情報誌、クーポン情報誌などが影響を受けました。
　こうした中、顧客企業の会社案内や採用サイト制作、住宅会社提案サービ
ス「家ナビ相談カウンター」など、広告以外のサービス提案にも取り組み、
実績が出始めたことに加え、印刷コストの見直しをはじめとする媒体原価の
低減にも取り組みました。
　この結果、情報出版事業の売上高は1,638百万円（前年同期比0.8％減）、
営業利益は18百万円（同94.9％増）となりました。
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（その他）
①　ネット関連事業
　　ネット関連事業では、景気回復を背景とした企業の人材採用や育成、福
利厚生などをサポートする人事サービス業界の好況感に加え、消費税引き
上げ前の駆け込み効果もあり、人事・労務に関する情報ポータルサイト「日
本の人事部」などの広告収入が拡大しました。また、３月には同分野のオ
ピニオンリーダー100名のメッセージをまとめた情報誌「日本の人事部 
LEADERS」第２号を発行し、「HRカンファレンス」や「HRアワード」などと
ともに、「日本の人事部」ブランドの浸透に取り組みました。

②　海外事業
　　海外事業では、QUICK USA,INC.におきまして、米国内の景気回復を背景

に、通訳者や翻訳者、物流スタッフやイベントスタッフの派遣、製造業界
への派遣をはじめとして、ニューヨーク、ロサンゼルスともに人材派遣の
業績が伸長しました。一方、人材紹介は旅行業界や物流業界をはじめ、企
業の正社員採用ニーズが高まったことから、ニューヨークでは業績が順調
に推移しましたが、ロサンゼルスはマンパワー不足による顧客ニーズへの
対応力低下により業績が伸び悩みました。

　　また、上海クイックマイツ有限公司におきましては、中国経済の減速や
外国人労働者へのビザ発給ルールの厳格化などの影響により事業環境は厳
しくなりましたが、登録者獲得のためのプロモーションの見直しや営業強
化により人材紹介は順調に推移しました。また、平成25年８月に発行した
中国の人事・労務に関する関連法規についての解説集「人事・労務の法知
識2013」の販売は順調でしたが、国内景気の減速や尖閣諸島問題に端を発
する日中関係悪化を受け、日系企業のアドバイザリー業務へのニーズが減
退したことから、人事労務コンサルティングは苦戦しました。
これらの結果、その他の売上高は724百万円（前年同期比25.4％増）、営業

利益は41百万円（同599.5％増）となりました。

事業別売上高 （単位:千円）

第 33 期

(平成24年４月～平成25年３月)

第 34 期

(平成25年４月～平成26年３月)

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比 前年同期比

リクルーティング事業 2,285,737 26.2％ 2,686,423 26.3％ 117.5％

人 材 サ ー ビ ス 事 業 4,193,691 48.2％ 5,152,892 50.5％ 122.9％

情 報 出 版 事 業 1,651,164 19.0％ 1,638,604 16.1％ 99.2％

そ の 他 577,439 6.6％ 724,109 7.1％ 125.4％

合 計 8,708,033 100.0％ 10,202,030 100.0％ 117.2％

(2) 設備投資の状況
当連結会計年度における当社グループの主な設備投資につきましては、東

京オフィスの増床に伴う建物附属設備の取得額17,119千円（建物）および販
売管理システムの構築費用17,116千円（ソフトウェア）であります。

(3) 資金調達の状況
該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題
日本経済は、消費税引き上げ前の駆け込み需要の反動や増税に伴う個人消

費の減退などの影響により、第１四半期は落ち込みが予想されております。
しかし、政府の経済対策の実施に加え、米国を中心とした海外経済の拡大や
円安による競争力の向上による輸出の増加、これらに伴う設備投資の増加や
雇用および賃金の増加による個人消費の下支えが見込まれることから、第２
四半期以降については回復が見込まれております。このため、雇用情勢につ
きましても、昨年度に引き続き堅調に推移すると思われます。

このような状況の下、当社グループは「関わった人全てをハッピーに」の
経営理念に基づき、「人材・情報ビジネスを通じて社会に貢献する」を事業
理念として、既存事業におけるリニューアルや新サービスの提案を行うとと
もに、特定分野においては投資を継続し、深耕することで当該マーケットで
のNo.1を目指してまいります。また、日本企業の急速なグローバル化に対応
し、海外事業を推進していくことで、世界中でヒューマンリソーセスサービ
スを展開する「世界の人事部」構想の実現を目指してまいります。さらには、
これらの事業を推進することができる人材を育成するため、研修・教育制度
および人事制度を充実させ、当社グループの成長性を高めてまいります。

事業別の課題は次のとおりであります。

（リクルーティング事業）
　リクルーティング事業におきましては、景気回復に伴い顧客企業の採用ニ
ーズが高まる中、顧客満足度の向上とさらなる事業規模の拡大に取り組んで
まいります。
　つきましては、採用と育成の強化に加え、既存スタッフの注力分野の明確
化や顧客情報の共有などにより、新規顧客の開拓および既存顧客のフォロー
を含む営業活動全体の質を高め、機会損失の予防、生産性の向上に努めてま
いります。また、採用活動に付随する会社案内やホームページの作成、さら
には採用後の教育・研修から評価に至るまで、顧客企業の採用および人事課
題にワンストップで応えていくことにより、顧客企業の多様なニーズに対応
してまいります。

（人材サービス事業）
人材紹介におきましては、既存領域を進化させるとともに新分野のリサー

チを強化してまいります。既存領域のうち、看護師紹介分野につきましては、
看護師などの有効求人倍率が高水準で推移しており、採用ニーズが高い状況
ですが、限られたマーケットにおける厳しい登録者獲得競争が続いておりま
す。
つきましては、運営サイトのユーザビリティ向上や効果的なプロモーショ

ンなどの実施により登録者獲得を促進するとともに、キャリアコンサルタン
トの育成・能力開発にも注力することで、顧客満足度の向上および他社との
差別化を図ってまいります。
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アウトソーシング（人材派遣・紹介予定派遣・業務請負）におきましては、
建築・土木分野における施工管理技士などの技術者派遣ニーズは高いものの、
登録者獲得に苦戦する状況が続いております。また、医療・福祉分野におい
ても医療施設からの看護師・介護士などの派遣ニーズも高い状況で推移して
おります。
つきましては、WEBサイトのプロモーションの強化をはじめとして、多様な

チャネルを活用することで、建設系技術者、IT技術者、看護師・介護士など
の派遣登録および紹介人材の確保に努めてまいります。その上で、これらの
分野に特化した営業活動により、顧客企業などとのマッチングを進めてまい
ります。

（情報出版事業）
情報出版事業におきましては、顧客企業と読者の双方に選ばれ、支持され

る情報出版社として成長すべく、既存メディアのWEB化を進めるなど、既存事
業のリソースを活かした事業展開などを行ってまいります。加えて、平成27
年の北陸新幹線開業に向け北陸地域の情報ニーズが高まると予想されること
から、新たな情報誌の発行やスマートフォンに対応した情報配信などにも取
り組んでまいります。

（その他）
①　ネット関連事業
　　ネット関連事業におきましては、人事・労務に関するポータルサイト「日
本の人事部」を基盤として事業を展開してまいります。具体的には、「日
本の人事部」へのアクセスの増加による広告効果などを高めることで、人
事サービス業界内でのネットワークを更に拡大して、顧客企業の販売促進
を支援するなどのソリューション提案を強化し、類似サイトとの差別化を
図ってまいります。

②　海外事業
　　海外事業におきましては、米国では、好景気を背景に人材派遣、人材紹

介とも求人案件は多いものの、これらにマッチングさせる登録者の獲得に
苦戦し、顧客企業の採用ニーズに対応しきれていない状況が続いておりま
す。つきましては、セミナーの開催や新規サイトの立ち上げなど、登録者
獲得に向けた取り組みを強化し、業績向上に努めてまいります。

　　また、中国では、景気の減速や日中関係の悪化を背景とした日系企業の
中国事業見直しなどにより、アドバイザリー業務のニーズが減少しており
ます。つきましては、人事労務コンサルティングの業績改善に取り組むと
ともに、引き続き人材紹介も強化していくことでバランスの良い収益基盤
の確立を目指してまいります。

　株主のみなさまにおかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を
賜りますようよろしくお願い申しあげます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

①　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
第31期 第32期 第33期 第34期

(当連結会計年度)

(平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

売 上 高 (千円) 6,608,430 7,742,123 8,708,033 10,202,030

経 常 利 益 (千円) 258,607 571,196 763,998 1,078,120

当 期 純 利 益 (千円) 258,148 356,986 473,078 665,479

１株当たり当期純利益 (円) 13.92 19.25 25.33 35.45

総 資 産 (千円) 3,544,781 4,206,832 4,398,261 5,212,069

純 資 産 (千円) 1,946,856 2,217,346 2,587,590 3,142,447

自 己 資 本 比 率 (％) 54.7 52.5 58.6 60.1

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 104.53 119.09 137.73 166.67

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により算出
しております。

２．１株当たり純資産額は、自己株式数を控除した期末発行済株式総数により算出してお
ります。

②　当社の財産および損益の状況の推移

区 分
第31期 第32期 第33期

第34期
(当事業年度)

(平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

売 上 高 (千円) 3,272,147 4,511,366 5,277,417 6,379,883

経 常 利 益 (千円) 245,300 587,370 789,475 964,934

当 期 純 利 益 (千円) 237,596 372,274 508,833 561,992

１株当たり当期純利益 (円) 12.81 20.07 27.25 29.94

総 資 産 (千円) 2,879,557 3,484,401 3,683,543 4,305,026

純 資 産 (千円) 1,768,409 2,055,474 2,451,658 2,883,994

自 己 資 本 比 率 (％) 61.4 59.0 66.6 67.0

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 95.34 110.82 131.00 153.51

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により算出
しております。

２．１株当たり純資産額は、自己株式数を控除した期末発行済株式総数により算出してお
ります。
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(6) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア イ ・ キ ュ ー 30,000千円 100.0％ ネ ッ ト 関 連 事 業

株 式 会 社 ケ ー ・ シ ー ・ シ ー 98,000千円 100.0％ 情 報 出 版 事 業

株 式 会 社 キ ャ リ ア シ ス テ ム 30,000千円 100.0％ 人 材 派 遣 業 お よ び 紹 介 業

ＱＵＩＣＫ ＵＳＡ,ＩＮＣ. 100,000ドル 100.0％ 人 材 派 遣 業 お よ び 紹 介 業

上海クイックマイツ有限公司 340,000ドル 79.4％ 人材紹介および人事労務コンサルティング

（注）QUICK VIETNAM CO.,LTD.は、非連結子会社であります。

(7) 主要な事業内容
当社グループの主要な事業内容は、リクルーティング事業、人材サービス

事業、情報出版事業およびその他の事業を行っており、各事業の内容は、次
のとおりであります。

事 業 区 分 事 業 の 内 容
売上高
構成比

リクルーティング事業
求人広告の広告代理、組織コンサルティング、教育研修、
人事業務請負

26.3％

人 材 サ ー ビ ス 事 業 人材紹介、人材派遣、紹介予定派遣、業務請負 50.5％

情 報 出 版 事 業 地域情報誌の出版、WEB商品の企画・開発・運営 16.1％

そ の 他

(1) ネット関連事業
　　「日本の人事部」サイトの運営、「人材バンクネット」

サイトの運営、WEBコンテンツの企画・運営
(2) 海外事業
　　人材紹介、人材派遣、人事労務コンサルティング

7.1％
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(8) 主要な事業所

①　当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

本 社 大 阪 市 北 区

東 京 本 社 東 京 都 港 区

大 阪 オ フ ィ ス 大 阪 市 北 区

東 京 オ フ ィ ス 東 京 都 港 区

名 古 屋 オ フ ィ ス 名 古 屋 市 中 区

新 横 浜 営 業 所 横 浜 市 港 北 区

堺 営 業 所 堺 市 堺 区

②　子会社の主要な事業所

名 称 所 在 地

株 式 会 社 ア イ ・ キ ュ ー 東 京 都 港 区

株 式 会 社 ケ ー ・ シ ー ・ シ ー 石 川 県 金 沢 市

株 式 会 社 キ ャ リ ア シ ス テ ム 石 川 県 金 沢 市

Ｑ Ｕ Ｉ Ｃ Ｋ  Ｕ Ｓ Ａ ， Ｉ Ｎ Ｃ ． ア メ リ カ 合 衆 国

上 海 ク イ ッ ク マ イ ツ 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国
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(9) 従業員の状況

①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

リ ク ル ー テ ィ ン グ 事 業 118（28）名 10（ 8）名

人 材 サ ー ビ ス 事 業 223（ 4）名 25（ 1）名

情 報 出 版 事 業 121（13）名 △2（ 3）名

そ の 他 41（ 1）名 △2（ 0）名

全 社 （ 共 通 ） 21（ 1）名 1（ 0）名

合 計 524（47）名 32（12）名

（注）１．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に当連結会計年度中の平均人員
を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管
理部門などに所属しているものであります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

331（29）名 37（8）名 31.1歳 6.4年

（注）１．従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に当事業年度中の平均人員を外
数で記載しております。

２．従業員数が前事業年度末に比べ37名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期
採用等によるものであります。

(10) 主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 252,594千円

株 式 会 社 北 國 銀 行 13,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 8,000千円
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２．会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 40,000,000株
(2) 発行済株式の総数 19,098,576株（自己株式310,980株を含む。）

(3) 株主数 2,102名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ア ト ム プ ラ ン ニ ン グ 4,868,416株 25.91％

和 納 　 勉 1,429,552株 7.60％

中 　 島 　 宣 　 明 1,156,704株 6.15％

ク イ ッ ク 従 業 員 持 株 会 872,412株 4.64％

倉 地 国 明 565,000株 3.00％

大 善 彰 総 524,000株 2.78％

大 　 善 　 磨 世 子 500,000株 2.66％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 378,000株 2.01％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 294,200株 1.56％

株 式 会 社 リ ク ル ー ト ホ ー ル デ ィ ン グ ス 280,000株 1.49％

(注) １．当社は､自己株式を310,980株保有しておりますが､上記大株主からは除外しておりま
す。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
　処分した自己株式
　　平成25年５月16日開催の取締役会決議に基づき、平成25年６月14日付で
　　当社従業員に対し第三者割当の方法により処分した株式
　　　普通株式　　　　　　　　73,100株
　　　処分価額の総額　　　25,511,900円
　事業年度末日に保有する自己株式
　　　普通株式　　　　　　　 310,980株

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の状況

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 和 納 　 勉 グループＣＥＯ

上海クイックマイツ有限公司董事長

取 締 役 副 社 長 中 島 宣 明 営業統括役員

株式会社キャリアシステム代表取締役社長

取 締 役 執 行 役 員 中 井 義 貴 株式会社ケー・シー・シー代表取締役社長

取 締 役 執 行 役 員 横 田 勇 夫 リクルーティング事業本部長

兼グローバル事業推進部長兼海外事業担当

取 締 役 執 行 役 員 平 田 安 彦 管理本部長兼経理部長

取 締 役 執 行 役 員 林 　 　 城 株式会社アイ・キュー代表取締役社長

取 締 役 木 村 　 昭

常 勤 監 査 役 河 野 俊 博

監 査 役 村 尾 考 英

監 査 役 斉 藤 　 誠 公認会計士

 (注) １．平成25年６月21日開催の第33回定時株主総会終結の時をもって、取締役藤原功一氏は

　　　　　退任いたしました。

　　　２．取締役木村昭氏は、社外取締役であります。

　　　３．監査役河野俊博、村尾考英および斉藤誠の３氏は、社外監査役であります。

　　　４．地位、担当および重要な兼職の異動について

　　　　①　代表取締役社長和納勉氏は、当社連結子会社である株式会社キャリアシステムの代

表取締役社長を兼職しておりましたが、平成25年６月14日付で同社取締役会長に就

任しております。

　　　　②　取締役副社長中島宣明氏は、平成25年６月14日付で当社連結子会社である株式会社

キャリアシステムの代表取締役社長に就任しております。

　　　　③　取締役執行役員横田勇夫氏は、平成26年４月１日付で当社リクルーティング事業本

部長兼海外事業担当に就任しております。

　　　５．当社は、取締役木村昭ならびに監査役河野俊博、村尾考英および斉藤誠の４氏を、株

式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお

ります。

　　　６．監査役斉藤誠氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程

度の知見を有しております。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 8名 120,879千円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） （1名） （2,900千円）

監 査 役 3名 13,500千円

（ う ち 社 外 監 査 役 ） （3名） （13,500千円）

合 計 11名 134,379千円

（注）１．上記には、平成25年６月21日開催の第33回定時株主総会終結の時をもって退任した取
　　　　　締役１名を含んでおります。
　　　２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　３．取締役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第26回定時株主総会において年額２
　　　　　億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
　　　４．監査役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第26回定時株主総会において年額
　　　　　3,000万円以内と決議いただいております。
　　　５．上記の報酬等の額には、平成26年６月20日開催の第34回定時株主総会において付議い
　　　　　たします役員に対する賞与支給予定額が、以下のとおり含まれております。
　　　　　・取締役７名　22,500千円（うち社外取締役１名　　500千円）
　　　　　・監査役３名　 1,500千円（うち社外監査役３名　1,500千円）

(3) 社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。
②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。
③　当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 木村　昭
当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回（出席率94％）
に出席し、経営方針の審議やその意思決定において、妥当性・適
正性を確保するための助言・提言を行っております。

社外監査役 河野俊博

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回（出席率100％）
に出席し、議案の審議に必要な発言を適宜行っております。ま
た、監査役会13回のうち13回（出席率100％）に出席し、社外での
経験や専門性を活かした発言を行っております。

社外監査役 村尾考英

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回（出席率100％）
に出席し、議案の審議に必要な発言を適宜行っております。ま
た、監査役会13回のうち13回（出席率100％）に出席し、社外での
経験や専門性を活かした発言を行っております。

社外監査役 斉藤　誠

当事業年度に開催された取締役会18回のうち16回（出席率88％）
に出席し、議案の審議に必要な発言を適宜行っております。ま
た、監査役会13回のうち13回（出席率100％）に出席し、主に公認
会計士としての専門的見地から発言を行っております。

④　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額としております。
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５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称　　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25,000千円

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

25,800千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業

務である、合意された手続業務を委託し対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請

求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨および解任の理由を報告い

たします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以
下のとおりであります。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

①　当社は、取締役会規程に基づき、取締役会を毎月１回開催しており、取
締役は、経営方針の決定と他の取締役の職務執行を相互に監視・監督し
ております。

②　当社は、社外取締役を選任しておりますが、今後もこれを継続し、外部
の見識を採り入れた議論を行うことにより、取締役の職務執行の相互監
視・監督機能の維持、向上を図り、適法性を確保してまいります。

③　当社は、監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方
針のもと取締役会への出席、業務執行状況の調査等を通じ、取締役の職
務執行が法令、定款および社内規程等に適合しているか、監査を行って
おります。

④　当社は、コンプライアンス担当部署を設置しておりますが、今後におい
ても同部署が、すべての取締役および従業員が法令遵守の精神に加え、
経営理念に則り企業の社会的責任を遂行し、適正な業務運営にあたるよ
う補佐するとともに、さらなるコンプライアンス体制の確立に総合的に
取り組んでまいります。

⑤　当社は、社内規程を役員および従業員が常時閲覧可能な状態に置いてお
ります。

⑥　当社は、社長の直轄組織として内部監査室を設置し、定期的に使用人の
業務執行状況の監査を行っております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、法令、社内規程に基づき、重要な会議の議事録等、取締役の職務

執行に係る情報は遅滞なく文書化し、情報漏洩防止にも留意の上、適正に保
存および管理を行っております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、当社およびグループ会社に対して、直接または間接に経済的損失

を及ぼす可能性、事業の継続を中断、停止させる可能性および信用を毀損し、
企業イメージを失墜させる可能性のあるリスクを洗い出し、定期的に分析と
見直しを行うことにより、リスク管理体制を構築してまいります。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、毎月の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、

法定決議事項のほか重要な経営方針、重要な業務執行に関する事項の決定を
行っております。取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、
業務分掌規程および職務権限規程に則り、取締役の業務執行が効率的に行わ
れる仕組みが確保されております。また、業務執行の迅速化と柔軟な業務執
行体制を構築するため、執行役員制度を導入しております。さらに経営の意
思疎通を図るために、取締役、執行役員を主たるメンバーとして毎月グルー
プ経営戦略会議を開催しております。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　事業を担当する取締役およびグループ会社取締役は、各事業の最適だけ

でなく当社グループ全体の最適を考慮した意思決定を行っております。
②　当社グループ会社に対する管理については、関係会社管理規程に基づき、

注意深く管理を行い、グループ会社の業務の適正化のために対処すべき
事項については、当社の所管部門が速やかに必要な対策、支援を講じる
こととしております。

③　内部監査室は、当社グループ会社の業務全般に係る統制状況等の監査を
定期的に実施し、グループCEOおよび監査役に報告を行い、是正・改善の
必要がある場合は、その対策を講じるように指導を行っております。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人は、総務人事部に所属する使用人とし、

監査役は必要に応じて同部に所属する使用人に対し監査業務に必要な事項を
命令することができることとしております。また、監査役より監査業務に必
要な命令を受けて監査業務を行う使用人は、その命令の範囲に属する業務に
関して、取締役の指揮命令を受けないこととしております。
　なお、当該使用人の人事異動、人事考課および懲戒処分は、監査役会の事
前の同意を得ることとしております。

(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す
る体制ならびにその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、取締役会、グループ経営戦略会議など重要会議への出席、代表

取締役との定期意見交換、取締役、執行役員に対するヒアリング、内部監査
の結果、起案書、報告書の閲覧などを通して会社の状況を把握しております。
また、取締役および使用人は、重大な法令、定款違反および不正行為の事実、
または会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、速やかに
監査役に報告することとしております。監査役は、取締役、会計監査人およ
び内部監査室と定期的に意見交換を行い、監査役の監査の実効性を確保して
おります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,863,661

2,431,428

1,116,483

869

116,806

5,012

148,018

48,021

△2,978

1,348,408

700,013

366,927

25,691

289,674

17,721

119,117

90,851

17,619

10,646

529,276

228,164

80

297,763

8,293

△5,025

流 動 負 債 1,990,313

買 掛 金 231,502

短 期 借 入 金 241,900

1年内返済予定の長期借入金 19,992

リ ー ス 債 務 15,023

前 受 金 36,513

未 払 金 498,014

未 払 法 人 税 等 267,291

未 払 消 費 税 等 90,711

預 り 金 20,860

未 払 費 用 251,467

賞 与 引 当 金 274,068

役 員 賞 与 引 当 金 25,300

返 金 引 当 金 17,300

そ の 他 367

固 定 負 債 79,308

長 期 借 入 金 11,702

リ ー ス 債 務 20,802

繰 延 税 金 負 債 15,055

資 産 除 去 債 務 29,091

そ の 他 2,658

負 債 合 計 2,069,622

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,099,105

資 本 金 351,317

資 本 剰 余 金 310,717

利 益 剰 余 金 2,456,046

自 己 株 式 △18,975

その他の包括利益累計額 32,165

その他有価証券評価差額金 30,682

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,483

少 数 株 主 持 分 11,176

純 資 産 合 計 3,142,447

資 産 合 計 5,212,069 負 債 純 資 産 合 計 5,212,069

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 17 －

連結貸借対照表



連 結 損 益 計 算 書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,202,030

売 上 原 価 4,330,324

売 上 総 利 益 5,871,705

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,837,764

営 業 利 益 1,033,941

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,200

受 取 配 当 金 5,292

受 取 販 売 協 力 金 42,061

書 籍 販 売 手 数 料 4,134

そ の 他 8,908 61,598

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,601

支 払 手 数 料 10,000

為 替 差 損 2,508

そ の 他 307 17,418

経 常 利 益 1,078,120

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,325 1,325

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 21,276

固 定 資 産 除 却 損 1,021

投 資 有 価 証 券 評 価 損 14,516 36,815

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,042,631

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 387,524

法 人 税 等 調 整 額 △9,219 378,304

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 664,327

少 数 株 主 損 失 △1,151

当 期 純 利 益 665,479

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から

平成26年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 351,317 289,666 1,959,363 △23,436 2,576,910

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △168,795 △168,795

当 期 純 利 益 665,479 665,479

自 己 株 式 の 処 分 21,051 4,460 25,511

株主資本以外の項目の当連結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － 21,051 496,683 4,460 522,195

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 351,317 310,717 2,456,046 △18,975 3,099,105

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純 資 産 合 計
その他有価証券

評 価 差 額 金

為 替 換 算

調 整 勘 定

その他の包括利益

累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 17,054 △16,339 714 9,965 2,587,590

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △168,795

当 期 純 利 益 665,479

自 己 株 式 の 処 分 25,511

株主資本以外の項目の当連結

会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )
13,628 17,822 31,450 1,211 32,662

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 13,628 17,822 31,450 1,211 554,857

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 30,682 1,483 32,165 11,176 3,142,447

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

イ．連結子会社の数　　　　　　　５社
ロ．連結子会社の名称　　　　　　株式会社アイ・キュー

株式会社ケー・シー・シー
株式会社キャリアシステム
QUICK USA,INC.
上海クイックマイツ有限公司

②　非連結子会社の状況
イ．非連結子会社の名称　　　　　QUICK VIETNAM CO.,LTD.
ロ．連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、かつ総資産、売上高､
　　　　　　　　　　　　　　　　当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸
　　　　　　　　　　　　　　　　表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から
　　　　　　　　　　　　　　　　除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
　持分法適用会社はありません。なお、持分法を適用していない非連結子会社（QUICK 
VIETNAM CO.,LTD.）は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、QUICK USA,INC.及び上海クイックマイツ有限公司の決算日は12月末日
であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、
連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

(4) 会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
その他有価証券
イ．時価のあるもの　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

ロ．時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
　　（リース資産を除く）

建物（附属設備を除く）　　　定額法、但し一部連結子会社定率法
その他　　　　　　　　　　　定率法、但し一部連結子会社定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　８年～65年
器具及び備品　　　４年～10年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法
　　（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（２～５年）に基づいております。
ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。

ニ．返金引当金　　　　　　　　　紹介手数料に対する将来の返金に備えるため、売上額

に返金実績率を乗じた金額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満た

している場合には、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　財務活動に係る金利リスクをヘッジする目的でデリバ

ティブ取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　特例処理によっている金利スワップのため、有効性の

評価は省略しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

　　（連結損益計算書）

　　　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手

数料」及び「為替差損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記し

ました。

　　　なお、前連結会計年度の「支払手数料」は16千円、「為替差損」は551千円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産 建物及び構築物 143,677千円

土　　　　　地 226,549千円

　　　計 370,226千円

②　担保に係る債務 短 期 借 入 金 220,900千円

１年内返済予定の長期借入金 19,992千円

長 期 借 入 金 11,702千円

　　　計 252,594千円

　上記、建物及び構築物・土地に設定した担保は根抵当権で

あり、その極度額は670,000千円であります｡

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 660,793千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 19,098千株 －　千株 －　千株 19,098千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 384千株 －　千株 73千株 310千株

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少73千株は、第三者割当による自己株式の処分によるも
のであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 74,857千円 4.00円 平成25年３月31日 平成25年６月24日

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 93,937千円 5.00円 平成25年９月30日 平成25年12月２日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる

もの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 150,300千円 8.00円 平成26年３月31日 平成26年６月23日

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信限度管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は主として運転資金であります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額(*1)

時価

(*1)
差額

(1)　現金及び預金 2,431,428 2,431,428 －

(2)　受取手形及び売掛金 1,116,483 1,116,483 －

(3)　投資有価証券

　 　　その他有価証券 115,893 115,893 －

(4)　敷金 297,763 296,418 △1,345

(5)　買掛金 (231,502) (231,502) －

(6)　短期借入金 (241,900) (241,900) －

(7)　未払金 (498,014) (498,014) －

(8)　未払法人税等 (267,291) (267,291) －

(9)　長期借入金(*2) (31,694) (31,927) 233

(*1) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2) 長期借入金のうち19,992千円は１年内返済予定の長期借入金であります。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

　(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

　(4) 敷金

敷金の時価については無リスクの利子率で割り引いた金額によっております。

　(5) 買掛金、(6)短期借入金、(7)未払金、並びに(8)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

　(9) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注2）非上場株式等（連結貸借対照表計上額112,270千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「(3)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　166円67銭

(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 35円45銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

（資産除去債務に関する注記）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額算定方法

　　使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数（主に50年）と見積り、割引率は

当該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（0.529％～2.266％）を使用して資産除

去債務の金額を計算しております。

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24,874千円

有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　　　　　　　　 3,727千円

時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 556千円

資産除去債務の履行による減少額　　　　　　　　　　　　　　　　△67千円

期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29,091千円
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,737,227

1,788,446

5,120

625,670

775

99,210

62,994

105,350

43,260

8,799

△2,400

1,567,799

278,272

139,373

714

20,698

112,884

4,601

99,363

77,801

17,619

3,942

1,190,162

223,255

702,086

80

263,186

4,853

△3,300

流 動 負 債 1,352,389

買 掛 金 152,220

短 期 借 入 金 174,000

1年内返済予定の長期借入金 19,992

リ ー ス 債 務 7,040

前 受 金 5,227

未 払 金 297,673

未 払 法 人 税 等 253,645

未 払 消 費 税 等 48,226

預 り 金 15,839

未 払 費 用 155,349

賞 与 引 当 金 181,648

役 員 賞 与 引 当 金 24,000

返 金 引 当 金 17,300

そ の 他 225

固 定 負 債 68,643

長 期 借 入 金 11,702

リ ー ス 債 務 15,276

繰 延 税 金 負 債 14,340

資 産 除 去 債 務 27,325

負 債 合 計 1,421,032

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,853,312

資 本 金 351,317

資 本 剰 余 金 310,717

資 本 準 備 金 271,628

その他資本剰余金 39,089

利 益 剰 余 金 2,210,253

利 益 準 備 金 16,643

その他利益剰余金 2,193,610

別 途 積 立 金 1,650,000

繰 越 利 益 剰 余 金 543,610

自 己 株 式 △18,975

評価・換算差額等 30,682

その他有価証券評価差額金 30,682

純 資 産 合 計 2,883,994

資 産 合 計 4,305,026 負 債 純 資 産 合 計 4,305,026

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,379,883

売 上 原 価 2,344,573

売 上 総 利 益 4,035,309

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,237,864

営 業 利 益 797,444

営 業 外 収 益

受 取 利 息 793

受 取 配 当 金 15,011

受 取 販 売 協 力 金 42,061

経 営 指 導 料 117,600

そ の 他 4,678 180,145

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,646

支 払 手 数 料 10,000

そ の 他 9 12,655

経 常 利 益 964,934

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,325 1,325

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 21,276

関 係 会 社 株 式 評 価 損 14,516 35,793

税 引 前 当 期 純 利 益 930,467

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 370,795

法 人 税 等 調 整 額 △2,320 368,475

当 期 純 利 益 561,992

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から

平成26年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本

準 備 金

そ の 他

資 本

剰 余 金

資 本

剰 余 金

合 計

利 益

準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益

剰 余 金

合 計
別 途

積 立 金

繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 351,317 271,628 18,037 289,666 16,643 1,250,000 550,414 1,817,057

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △168,795 △168,795

別途積立金の積立 400,000 △400,000 －

当 期 純 利 益 561,992 561,992

自 己 株 式 の 処 分 21,051 21,051

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 21,051 21,051 － 400,000 △6,803 393,196

当 期 末 残 高 351,317 271,628 39,089 310,717 16,643 1,650,000 543,610 2,210,253

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △23,436 2,434,603 17,054 17,054 2,451,658

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △168,795 △168,795

別途積立金の積立 － －

当 期 純 利 益 561,992 561,992

自 己 株 式 の 処 分 4,460 25,511 25,511

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 (純 額 )
13,628 13,628 13,628

当 期 変 動 額 合 計 4,460 418,708 13,628 13,628 432,336

当 期 末 残 高 △18,975 2,853,312 30,682 30,682 2,883,994

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券
イ．時価のあるもの　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

ロ．時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
建物（附属設備を除く）　　　　定額法
その他　　　　　　　　　　　　定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　８年～47年
器具及び備品　　　５年～10年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法
　　 (リース資産を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（２～５年）に基づいております。
③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき
計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計
上しております。

④　返金引当金　　　　　　　　　　紹介手数料に対する将来の返金に備えるため、売上額
に返金実績率を乗じた金額を計上しております。

（4）重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満た

している場合には、特例処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息
③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　財務活動に係る金利リスクをヘッジする目的でデリバ

ティブ取引を行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　特例処理によっている金利スワップのため、有効性の

評価は省略しております。
(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（損益計算書）
　　前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。

　　なお、前事業年度の「支払手数料」は16千円であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産 建　　　　　物 23,702千円

土　　　　　地 96,380千円

　　　計 120,082千円

②　担保に係る債務 短 期 借 入 金 116,000千円

１年内返済予定の長期借入金 19,992千円

長 期 借 入 金 11,702千円

　　　計 147,694千円

　上記、建物・土地に設定した担保は根抵当権であ

り、その極度額は470,000千円であります。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 197,086千円

(3) 偶発債務

　　債務保証

　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

　㈱ケー・シー・シー 117,900千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 98,342千円

②　短期金銭債務 53,566千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 5,144千円

②　仕入高 41,792千円

③　販売費及び一般管理費 13,240千円

④　営業取引以外の取引高

　　　受取配当金 9,720千円

　　　受取指導料等 118,339千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 384千株 －　千株 73千株 310千株

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少73千株は、第三者割当による自己株式の処分によるも
のであります。
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６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

　賞与引当金 64,648千円

　未払社会保険料 9,854千円

　未払事業税 17,972千円

　未払事業所税 2,615千円

　返金引当金 6,157千円

　その他 4,101千円

繰延税金資産（流動）合計 105,350千円

繰延税金資産（固定）

　減価償却費超過額 8,761千円

　関係会社株式評価損否認 7,708千円

　投資有価証券評価損否認 2,818千円

　資産除去債務 9,724千円

　その他 3,116千円

繰延税金資産（固定）小計 32,130千円

評価性引当額 △22,720千円

繰延税金資産（固定）合計 9,410千円

繰延税金負債（固定）

　その他有価証券評価差額金 △16,950千円

　資産除去債務 △6,800千円

繰延税金負債（固定）合計 △23,750千円

繰延税金負債（固定）純額 △14,340千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ますが、重要性が乏しいため注記を省略しております。

(2) オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　１年内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 160,297千円

　１年超　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 347,310千円

　 合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　507,607千円
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８．関連当事者との取引に関する注記

　　子会社等

種 類 会 社 等 の 名 称

議決権等の
所 有

( 被 所 有 )

割合（％）

取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 株 式 会 社 ア イ ･ キ ュ ー
所有

直接100.0％

資金の借入(注)1

利息の支払(注)1

経営指導料の受取
(注)2､4

80,000

283

26,400

千円

千円

千円

短 期 借 入 金

未 払 費 用

未 収 入 金

50,000

1

2,310

千円

千円

千円

子会社 株式会社ケー・シー・シー
所有

直接100.0％

資金の貸付(注)1

利息の受取(注)1

80,000

456

千円

千円

短 期 貸 付 金 40,000千円

経営指導料の受取
(注)2､4

51,600千円 未 収 入 金 4,515千円

債務保証(注)3 117,900千円 － －千円

子会社 株式会社キャリアシステム
所有

直接100.0％
経営指導料の受取
(注)2､4

39,600千円 未 収 入 金 3,465千円

（注）１．子会社からの資金の借入及び子会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案
して利率を合理的に決定しております。

２．経営指導の金額については、グループ会社経営管理のための当社の必要経費を基準と
しております。

３．株式会社ケー・シー・シーの銀行借入につき、債務保証を行ったものであり、保証料
は受領しておりません。

４．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等
が含まれております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 153円51銭

(2) １株当たり当期純利益 29円94銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

（資産除去債務に関する注記）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額算定方法

使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数（主に50年）と見積り、割引率は

当該使用見込期間に見合う国債の流通利回り（0.529％～2.266％）を使用して資産除

去債務の金額を計算しております。

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 23,080千円

有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　　　　　　　　　3,727千円

時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　517千円

期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　27,325千円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月13日

株式会社クイック
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 田 博 信 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西 野 尚 弥 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社クイックの平成25年４月１
日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社クイック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月13日

株式会社クイック
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 田 博 信 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西 野 尚 弥 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社クイックの平成25年
４月１日から平成26年３月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第34期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及
びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２． 監査の結果
 (1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
 (3) 連結計算書類の監査結果
　　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　　平成26年５月16日

株式会社クイック　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 河野　俊博 
社外監査役 村尾　考英 
社外監査役 斉藤　　誠 

以　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては、当社の配当方針である連結当期純利益

の30％を目処に実行すべく、普通配当を１株につき６円とし、さらに平成

26年２月27日付にて東京証券取引所市場第二部に上場市場を変更したこと

を記念して１株につき２円の記念配当を加え、期末配当を１株につき８円

とさせていただきたいと存じます。

　なお、既に１株につき５円の中間配当を実施しておりますので、当期の

年間配当金は１株につき13円（普通配当11円、記念配当２円）となります。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金８円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は150,300,768円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年６月23日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の

強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 200,000,000円

②　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 200,000,000円

第２号議案　役員賞与支給の件

　当期末時点の取締役７名（うち社外取締役１名）および監査役３名（うち

社外監査役３名）に対し、当期の業績等を勘案して、役員賞与総額2,400万円

（取締役分2,250万円（うち社外取締役分50万円）、監査役分150万円（うち

社外監査役分150万円））を支給いたしたいと存じます。

　なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締役

会に、監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　　場　　大阪市北区芝田一丁目１番35号

大阪 新阪急ホテル　２階『花の間』
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